
第 3 2 条の６  少量危険物を 貯蔵し 、又は取り 扱う 移動タ ン ク の技術上の基準は、第 3 2 条の４ 第 1

項の規定の例によ る ほか、 次のと おり と する 。（ す）（ ほ）  

 ⑴ タ ン ク から 危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 他のタ ン ク に液体の危険物を 注入する と き は、 当

該他のタ ン ク の注入口にタ ン ク の注入ホース を 緊結する か、 又は注入ホース の先端部に手動開

閉装置を 備えた注入ノ ズル（ 手動開閉装置を 開放の状態で固定する 装置を 備えたも のを 除く 。）

によ り 注入する こ と 。（ ほ）  

 ⑵ タ ン ク から 液体の危険物を 容器に詰め替えないこ と 。 ただし 、 安全な注油に支障がない範囲

の注油速度で前号に定める 注入ノ ズルによ り 引火点が 4 0 度以上の第４ 類の危険物を 容器に詰

め替える 場合は、 こ の限り でない。（ ほ）  

 ⑶ ガソ リ ン 、 ベン ゼン その他静電気によ る 災害が発生する おそれのある 液体の危険物を タ ン ク

に入れ、 又はタ ン ク から 出すと き は、 導線等によ り 当該タ ン ク を 接地する こ と 。（ ほ）  

 ⑷ ガソ リ ン 、 ベン ゼン その他静電気によ る 災害が発生する おそれのある 液体の危険物を タ ン ク

にその上部から 注入する と き は、 注入管を 用いる と と も に、 当該注入管の先端を タ ンク の底部

に着ける こ と 。（ ほ）  

２  少量危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 移動タ ン ク の位置、 構造及び設備の技術上の基準は、 第３

２ 条の４ 第２ 項第３ 号の規定の例によ る ほか、 次のと おり と する 。（ ほ）  

 ⑴ 屋外の防火上安全な場所又は壁、 床及び天井の室内に面する 部分の仕上げを 準不燃材料と し

た建築物の１ 階に常置する こ と 。（ ほ）  

 ⑵ タ ン ク は、 厚さ 3 .2 ミ リ メ ート ル以上の鋼板又はこ れと 同等以上の機械的性質を 有する 材料

で気密に造る と と も に、 圧力タ ン ク を 除く タ ン ク にあつては 7 0 キロ パス カルの圧力で、 圧力

タ ン ク にあつては最大常用圧力の 1 .5 倍の圧力で、 それぞれ 1 0 分間行う 水圧試験において、

漏れ、 又は変形し ないも のである こ と 。（ ほ）  

 ⑶ タ ン ク は、 Ｕ ボルト 等で車両のシャ ーシフ レ ーム 又はこ れに相当する 部分に強固に固定する

こ と 。（ ほ）  

 ⑷ 常用圧力が 2 0 キロ パス カル以下のタ ン ク にあつては 2 0 キロ パス カルを 超え 2 4 キロ パス カ

ル以下の範囲の圧力で、常用圧力が 2 0 キロ パス カルを 超える タ ン ク にあつては常用圧力の 1 .1

倍以下の圧力で作動する 安全装置を 設ける こ と 。（ ほ）  

⑸ タ ン ク は、 その内部に 4 ,0 0 0 リ ッ ト ル以下ご と に完全な間仕切を 厚さ 3 .2 ミ リ メ ート ル以

上の鋼板又はこ れと 同等以上の機械的性質を 有する 材料で設ける こ と 。（ ほ）  

⑹ 前号の間仕切によ り 仕切ら れた部分には、 それぞれマン ホール及び第 4 号に規定する 安全装

置を 設ける と と も に、当該間仕切によ り 仕切ら れた部分の容量が 2 ,0 0 0 リ ッ ト ル以上のも のに

あつては、 厚さ 1 .6 ミ リ メ ート ル以上の鋼板又はこ れと 同等以上の機械的性質を 有する 材料で

造ら れた防波板を 設ける こ と 。（ ほ）  

⑺ マン ホール及び注入口のふたは、 厚さ 3 .2 ミ リ メ ート ル以上の鋼板又はこ れと 同等以上の機

械的性質を 有する 材料で造る こ と 。（ ほ）  

⑻ マン ホール、 注入口、 安全装置等の附属装置がその上部に突出し ている タ ン ク には、 当該タ



ン ク の転倒等によ る 当該附属装置の損傷を 防止する ための防護枠を 設ける こ と 。（ ほ）  

⑼ タ ン ク の下部に排出口を 設ける 場合は、 当該タ ン ク の排出口に底弁を 設ける と と も に、 非常

の場合に直ちに当該底弁を 閉鎖する こ と ができ る 装置を 設け、 その直近にその旨を 表示し 、 か

つ、 外部から の衝撃によ る 当該底弁の損傷を 防止する ための措置を 講ずる こ と 。（ ほ）  

⑽ タ ン ク の配管は、 先端部に弁等を 設ける こ と 。（ ほ）  

⑾ タ ン ク 及び附属装置の電気設備で、 可燃性の蒸気が滞留する おそれのある 場所に設ける も の

は、 可燃性の蒸気に引火し ない構造と する こ と 。（ ほ）  

 

【 解説】  

 本条第１ 項は、 移動タ ン ク （ 車両に固定さ れたタ ン ク で、 いわゆる ミ ニロ ーリ ーと 呼ばれる も の）

で少量危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の技術上の基準について規定し たも のである 。（ 図 3 2 の

６ －１ 参照）  

 

図 3 2 の６ －１  ミ ニロ ーリ ーの例 

 

 

第２ 項は、 少量危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 移動タ ン ク について位置、 構造及び設備の技術上の

基準について規定し ている 。  

 

１  第１ 項第１ 号 

注入ホ－ス については、 次によ る こ と 。  

 ⑴ 材質は、 取り 扱う 危険物によ っ て侵さ れる おそれのないも のであ る こ と 。  

 ⑵ 長さ は必要以上に長いも のでないこ と 。  

 ⑶ 危険物の取り 扱い中の圧力等に十分耐える 強度を 有する こ と 。  

 

２  第１ 項第２ 号 

  「 安全な注油に支障がない注油速度」 と は、 毎分 6 0 リ ッ ト ル以下の速度と する 。  

（ 危険物タ ン ク ）  

防護枠 

マン ホ ール 注入口 

安全装置 

注油ノ ズル 

緊急レ バー 固定ボルト 「 危」標識板 

「 危」

標識 



３  第１ 項第３ 号 

  「 静電気によ る 災害が発生する おそれのある 液体の危険物」 と は、 ガソ リ ン 、 ベン ゼン のほか第

４ 類危険物のう ち特殊引火物、 第１ 石油類及び第２ 石油類を いう も のである 。  

 

４  第１ 項第４ 号 

  本号は、移動タ ン ク に危険物を 注入する 際の静電気によ る 事故防止のための規定である 。(図 3 2

の６ －２ 参照)  

 

図 3 2 の６ －２  注入管の例 

 

 

５  第２ 項第１ 号 

  「 防火上安全な場所」 と は、 火気使用場所から 十分離れた位置（ 場所） で、 仮に移動タ ン ク から

危険物が流出し ても 容易に火気にふれない位置、 又は火気のある 場所と 区画し た場所を いう 。  

 

６  第２ 項第２ 号 

  「 同等以上の機械的性質を 有する 材質」 と は、 次式によ り 算出し た数値以上の厚さ を 有する 金属

板と する が、 最小板厚は 2 .8 ミ リ メ ート ル以上と する こ と 。  

 

               ｔ ： 使用する 金属板の厚さ （ ミ リ メ ート ル）  

  ｔ ＝       ×3 .2  σ： 使用する 金属板の引張り 強さ（ ニュ ート ン 毎平方ミ リ メ ート ル） 

               Ａ ： 使用する 金属板の伸び（ パーセン ト ）  

 

S S 4 0 0 以外の金属板を 用いる 場合の板厚の必要最小値 

材質名 Ｊ Ｉ Ｓ 記号 
引張り 強さ  

( N/㎟)  

伸び 

( ％)  

計算値 

( mm)  

板厚の必要最小値 

( mm)  

ス テン レ ス 鋼 S US 3 0 4  5 2 0  4 0  2 .3 7  2 .8  

S US 3 0 4 L 4 8 0  4 0  2 .4 3  2 .8  

S US 3 1 6  5 2 0  4 0  2 .3 7  2 .8  

4 0 0 ×2 1  

σ×Ａ  

3  

注入管 

注入ノ ズル 



S US 3 1 6 L 4 8 0  4 0  2 .4 3  2 .8  

ア ル ミ ニ ウ ム

合金板 

A5 0 5 2 P-H3 4  2 3 5  7  5 .5 1  5 .6  

A5 0 8 3 P-H3 2  3 0 5  1 2  4 .2 3  4 .3  

A5 0 8 3 P-0  2 7 5  1 6  3 .9 7  4 .0  

A5 0 8 3 P-H1 1 2  2 8 5  1 1  4 .4 5  4 .5  

A5 0 5 2 P-0  1 7 5  2 0  4 .2 9  4 .3  

ア ル ミ ニ ウ ム

板 

A1 0 8 0 P-H2 4  
8 5  6  8 .1 4  8 .2  

溶 接 構 造 用 圧

延鋼材 

S M4 9 0 A 4 9 0  2 2  2 .9 5  3 .0  

S M4 9 0 B 4 9 0  2 2  2 .9 5  3 .0  

高 耐 候 性 圧 延

鋼材 

S PA-H 
4 8 0  2 2  2 .9 7  3 .0  

  ( 一般財団法人全国危険物安全協会発行「 移動タ ン ク 貯蔵所ハン ド ブッ ク 」 よ り 抜粋)  

 

  ま た、 地下タ ン ク と 同様に圧力検査を 行い、 漏れ又は変形があ っ てはなら ない。  

  「 圧力タ ン ク 」 については、 第 3 2 条の５ 第２ 項第４ 号の解説を 参照する こ と 。  

 

７  第２ 項第３ 号 

  本号は、タ ン ク と 車両と の固定方法についての規定で、Ｕ ボルト の他に緊結金具を 用いる 方法又

は溶接によ る 方法があ る が、 ロ ープ等で固定する 方法は認めら れない。  

 

８  第２ 項第４ 号 

  「 安全装置」 は、 直射日光や気温の上昇によ る タ ン ク 内圧の上昇防止、 危険物払い出し 時の大気

圧と の平衡保持のために設ける も のである 。（ 図 3 2 の６ －３ 参照）  



 

図 3 2 の６ －３  安全装置の例 

例１ （ 複動式①）  例２ （ 複動式②）  

  
例３ （ 単動式）   

 

 

 

９  第２ 項第５ 号 

  移動タ ン ク の事故によ る 被害を 最小限にと ど める ため、 4 ,0 0 0 リ ッ ト ル以下ご と に間仕切り を

設けなければなら ない。（ 図 3 2 の６ －４ 参照）  

 

図 3 2 の６ －４  間仕切板の設置例 

 

 

1 0  第２ 項第６ 号 

  「 同等以上の機械的性質を 有する 材料」 と は、 次式によ り 算出し た数値以上の厚さ を 有する 金属

板と する 。  

 

               ｔ ： 使用する 金属板の厚さ （ ミ リ メ ート ル）  

  ｔ ＝       ×1 .6  σ： 使用する 金属板の引張り 強さ（ ニュ ート ン 毎平方ミ リ メ ート ル） 

                    

 

2 7 0  

σ 

ス ク リ ーン  

弁孔 

バネ愛 

蒸気吹出口 

（ 弁リ フ ト ）  

弁 

台座 （ 弁リ フ ト ）  

蒸気吹出口 

弁孔 

ス ク リ ーン  

台座 

弁 

バネ愛 

（ 弁リ フ ト ）  

蒸気吹出口 

バネ愛 

弁 

台座 

ス ク リ ーン  

弁孔 

厚さ 3 .2 ㎜以上の鋼板製間仕切板 

タ ン ク 室１  

容量 4 ,0 0 0 L 

タ ン ク 室２  

容量 3 ,0 0 0 L 



ま た、「 防波板」 の設置方法は、 危険物規則第 2 4 条の２ の９ の規定の例によ る こ と 。（ 図 3 2 の

6 －５ 参照）  

図 3 2 の６ －５  防波板の設置例 

 

 
 

1 1  第２ 項第７ 号 

  「 同等以上の機械的性質を 有する 材料」 と は、 第２ 項第２ 号の解説を 参照する こ と 。  

 

1 2  第２ 項第８ 号 

  防護枠を 設ける 場合の留意点は、 次のと おり である 。  

 ⑴ 防護枠の高さ は、 マン ホール、 注入口、 安全装置等の附属装置の高さ 以上である こ と 。  

 ⑵ 防護枠は、 厚さ 2 .3 ミ リ メ ート ル以上の鋼板又は次式によ り 算出し た数値以上の厚さ を 有す

る 金属板で造る こ と 。  

 

               ｔ ： 使用する 金属板の厚さ （ ミ リ メ ート ル）  

  ｔ ＝       ×2 .3  σ： 使用する 金属板の引張り 強さ （ ニュ ート ン 毎平方ミ リ メ ート ル） 

                    

 

 ⑶ 防護枠は、 山形又はこ れと 同等以上の強度を 有する 形状であ る こ と 。（ 図 3 2 の６ －６ 参照）  

 

 

 

 

2 7 0  

σ 

容量

1 ,5 0 0 L 

容量 2 ,0 0 0 L 

容量 2 ,0 0 0 L 

容量

1 ,5 0 0 L 

間仕切板から の距離を 変え て

設ける 場合 

支柱 



図 3 2 の６ －６  防護枠の例（ 二方山形部分接ぎ合せ造り ）  

 

 

1 3  第２ 項第９ 号 

  「 非常の場合直ちに閉鎖する こ と ができ る 弁等」 と は、 通常レ バー操作によ る も のがある が、 移

動タ ン ク の周囲から 容易に閉鎖の操作ができ る も のと する こ と 。ま た、当該装置である 旨の表示及

び操作方法を 表示し ておく こ と 。  

  「 外部から の衝撃によ る 底弁の損傷を 防止する ための措置」 と し ては、 次のも のがある 。  

⑴ 底弁に直接衝撃が加わら ないよ う に、 底弁と 吐出口の間の配管の一部に屈曲部を 設ける 。  

（ 図 3 2 の６ －７ 参照）  

 

図 3 2 の６ －７  配管の屈曲部によ る 方法 

 

 

⑵ 底弁に直接衝撃が加わら ないよ う に、吐出口と 底弁の間の全ての配管の途中に緩衝用継手を 設

ける 。緩衝用継手には、フ レ キシブルチュ ーブによ る 方法と 可と う 結合金具によ る 方法等があ る 。

（ 図 3 2 の６ －８ 、 図 3 2 の６ －９ 参照）  

鋼板 2 .3 ㎜ 

鋼板 2 .3 ㎜ 

鋼板 2 .3 ㎜ 

吐出弁 

前方 

配管の屈曲部分 

配管固定金具 

底弁 配管 



 

図 3 2 の６ －８  緩衝継手（ フ レ キシブルチュ ーブ） によ る 方法 

 

 

図 3 2 の６ －９  緩衝継手（ 可と う 結合金具） によ る 方法 

 

 

 

1 4  第２ 項第 1 1 号 

  「 可燃性の蒸気が滞留する おそれのある 場所」 と は、 危険物を 常温で貯蔵し 、 取り 扱う 場合、 移

動タ ン ク にあっ ては、 タ ン ク 内部が該当し 、 さ ら に当該危険物の引火点が 4 0 度未満の場合は防護

枠内及びポン プユニッ ト 等の遮へいさ れた場所等が該当する 。  

  「 引火し ない構造」 と は、 防爆性能を 有する 構造を いう 。  

前方 

フ レ キ シブルチュ ーブ 

吐出弁 

配管固定金具 

底弁 

底弁 

吐出弁 

配管固定金具 

前方 

可橈結合金具 

ハウ ジ ン グ  

ゴ ム リ ン グ  

可橈結合金具 底弁 

配管 


